
１．任免及び職員数に関する状況 

 

 （１）採用・退職の状況 

採用人数は、１９名（令和６年４月１日付の採用人数） 

退職人数は、１８２名（令和５年度中の退職人数（暫定再任用終了職員除く）） 

  

（２）職員数の状況 

職員定数は、「職員定数条例」の範囲内で配置しています。組織体制の見直しを行い、

厳しい財政状況に対応するため適正な職員配置に努めています。 

 

① 部門別職員数及び、増減の状況 

4 年 度 5 年 度 6 年 度 増 員 数 減 員 数 差 引 主 な 増 減 の 内 訳

議 会 6 6 6 0 0 0

税 務 42 39 42 3 0 3 （増）税務部門の体制充実

衛 生 60 57 57 1 1 0
（増）衛生一般部門の体制充実
（減）保健センターの退職不補充

農林水産 10 11 12 1 0 1 （増）農業一般部門の体制充実

商工労働 7 7 8 1 0 1 （増）商工一般部門の体制充実

小 計 549 560 560 18 18 0

教 育 129 127 127 2 2 0
（増)教育一般部門の体制充実、その他の社会教育施設部門の欠員補
充
（減）公民館部門の体制見直し、幼稚園の体制見直し

消 防 163 164 0 0 164 ▲ 164 （減）消防広域化による減員

小 計 292 291 127 2 166 ▲ 164

841 851 687 20 184 ▲ 164

病 院 0 0 0 0 0 0

水 道 35 35 35 0 0 0

下 水 道 13 13 13 0 0 0

そ の 他 41 35 32 0 3 ▲ 3 （減）国保事業部門・その他部門の体制見直し

小 計 89 83 80 0 3 ▲ 3

930 934 767 20 187 ▲ 167

（注）　本表における「一般行政」部門は、国の統計による分類です。

※職員数については、各年度４月１日現在のもの。
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② 年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在）  

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数

（人）

767

区分 合計

0 10 61 79 89 78 94 87 97 100 48 24

 

 



２．職員の人事評価の状況 

 

地方公務員法に基づき、能力及び業務実績に基づく人事管理を行うとともに、職員の主体的

な職務遂行及び能力開発を促進し、効果的な人材育成を推進することを目的として、人事評

価を実施しています。 

 

３．給与の状況 

 

職員の給与は、地方公務員法に定める給与決定の原則に基づき、生計費、国やほかの地方公

共団体の職員、民間事業の従事者の給与などを参考にして定められています。また、給与の

基本的な事項は、市議会の議決を経て、「一般職の職員の給与に関する条例」「職員の退職手

当に関する条例」などで定められています。これらの条例に基づき支給される職員の給与の

状況は、表のとおりです。 

 

 （１）人件費の状況（令和５年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

（R6.3.31 現在） 

歳出額 

A 

実質収支 人件費 

B 

人件費率 

B／A 

（参考） 

４年度の人件費率 

人 

106,580 

千円 

47,560,683 

千円 

449,933 

千円 

8,317,793 

％ 

17.5 

％ 

17.9 

（注）人件費には、特別職に支給される給料又は報酬を含む。 

 

 （２）職員給与費の状況（令和５年度普通会計決算） 

職員数 

  A 

給与費 一人当たり給

与費 B／A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 

人 千円 千円 千円 千円 千円 

851 2,975,378 749,788 1,305,943 5,031,109 5,912 

（注）１ 職員手当には、退職手当を含まない。 

     ２ 職員数は、５年４月１日現在の人数である。 

           

 （３）給料月額等の状況（令和６年４月１日現在） 

  ① 初任給の状況                            

区分 富田林市 

一般行政職 
大学卒 202,400 円 

高校卒 170,900 円 

    

  ② 平均給料月額及び平均年齢の状況 

   区分 富田林市 

一般行政職 
平均給料月額 319,000 円 

平均年齢 42.5 歳 

 

 

 

 



③ 経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

区分 
経験年数 

10～15 年 

経験年数 

15～20 年 

経験年数 

20～25 年 

一般行政職 
大学卒 278,300 円 324,200 円 371,100 円 

高校卒 255,700 円 310,400 円 347,600 円 

 

④ 級別職員数（普通会計）の状況 

一般行政職 

区分 標準的職務 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

１級 他の級に属さない職務 29 6.4 

２級 知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務 75 16.6 

３級 副主任 82 18.2 

４級 係長・主査・主任 137 30.4 

５級 課長代理・主幹 62 13.8 

６級 課長・参事 43 9.5 

７級 次長・次長代理 11 2.4 

８級 部長・理事 12 2.7 

合     計 451 100 

（注）１．富田林市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     ２．標準的職務とは、それぞれの等級に該当する代表的な職名です。 

 

（４）職員手当の状況 

  ① 期末手当・勤勉手当の支給割合（令和６年４月１日現在） 

区分 
富田林市 国 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 
1.225 月分 

（0.6875 月分） 

1.025 月分 

（0.4875 月分） 

1.225 月分 

（0.6875 月分） 

1.025 月分 

（0.4875 月分） 

12 月期 
1.225 月分 

（0.6875 月分） 

1.025 月分 

（0.4875 月分） 

1.225 月分 

（0.6875 月分） 

1.025 月分 

（0.4875 月分） 

計 
2.45 月分 

（1.375 月分） 

2.05 月分 

（0.975 月分） 

2.45 月分 

（1.375 月分） 

2.05 月分 

（0.975 月分） 

職制上の段階、職務の 

等級による加算措置 
有 有 

（注）（  ）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。 

 

 



②扶養手当、住居手当、通勤手当の概要（令和６年４月１日現在） 

区分 富田林市 国 

扶
養
手
当 

○扶養親族のある職員に対して 

下記区分により支給(月額)  

・配偶者          6,500 円※ 

・扶養親族１人につき      

(子)   10,000 円 

(父母等)  6,500 円※ 

・満 16 歳の年度初めから 

満 22 歳の年度末までの子  5,000 円加算 

※行政職俸給表（一）8 級以上職員等の 

場合、支給額は 3,500 円  

○扶養親族のある職員に対して 

下記区分により支給(月額)  

・配偶者          6,500 円※ 

・扶養親族１人につき      

(子)   10,000 円 

(父母等)  6,500 円※ 

・満 16 歳の年度初めから 

満 22 歳の年度末までの子  5,000 円加算 

※行政職俸給表（一）8 級以上職員等の 

場合、支給額は 3,500 円 

住
居
手
当 

○住居を賃借している職員に対して 

下記区分により支給(月額) 

・家賃が月額 23,000 円以下の場合 

   家賃－12,000 円 

・家賃が月額 23,000 円を超える場合 

  (家賃－23,000 円)×1/2＋11,000 円 

                ※支給限度額 27,000 円 

○住居を賃借している職員に対して 

下記区分により支給(月額) 

・家賃が月額 27,000 円以下の場合 

   家賃－16,000 円 

・家賃が月額 27,000 円を超える場合 

  (家賃－27,000 円)×1/2＋11,000 円 

                ※支給限度額 28,000 円 

通
勤
手
当 

○交通機関を利用して運賃等を 

負担している職員に対して支給(月額) 

・1 ケ月当りの運賃等相当額が 55,000 円 

まで全額支給 

・通用期間６ケ月の定期券の価格を基礎 

として手当額を算出 

○交通用具等を利用している職員に 

対して支給 

     2,000 円～20,500 円 

○交通機関を利用して運賃等を 

負担している職員に対して支給(月額) 

・1 ケ月当りの運賃等相当額が 55,000 円 

まで全額支給 

・通用期間６ケ月の定期券の価格を基礎 

として手当額を算出 

○交通用具等を利用している職員に 

対して支給 

     2,000 円～31,600 円 

 

③ 地域手当（令和６年４月分） 

支給率 
富田林市 6％ 

大阪府 11.8％ 

 

 支給対象職員数 一人当たり平均支給額 

富田林市 767 人 20,500 円 

 



 

（５）特別職の給料等の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 月額等 

給料 

市長 808,000 円（※１） 

副市長 756,000 円（※２） 

教育長 666,000 円（※２） 

報酬 

議長 700,000 円 

副議長 650,000 円 

議員 610,000 円 

期末手当 

勤勉手当 

市長 

副市長 

教育長 

区分 期末手当 勤勉手当 

６月期 2.075 月 － 

１２月期 2.075 月 － 

計 4.15 月 － 

議長 

副議長 

議員 

６月期 2.075 月 － 

１２月期 2.075 月 － 

計 4.15 月 － 

（※１）令和５年７月より２０％削減しています。 

（※２）令和５年７月より１０％削減しています。 

 

 



４．勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間の状況（令和６年４月１日現在） 

本庁勤務の一般職員 

月曜日～金曜日（休日除く） 

勤務時間：午前 9 時 00 分～午後 5 時 30 分 

うち休憩時間 45 分 

 

（２）年次有給休暇の概要状況（令和５年度実績） 

内容 平均使用日数 

１年に２０日付与。現年付与分のみ翌年に繰り越し可 14.0 日 

     

（３）主な特別休暇の種類 

種類 付与日数 

証人等出頭休暇 必要期間 

職員の出産休暇 産前８週間（多胎妊娠は 14 週間）及び産後８週間 

育児時間休暇 １日 90 分以内 

生理休暇 １回２日以内 

感染症隔離休暇 必要期間 

災害交通遮断休暇 必要期間 

結婚休暇 ７日以内 

家族介護看護休暇 

子一人につき５日以内(ただし、中学校就学までの子) 

父母、配偶者の父母に 10 日以内 

※上記合わせて、最大 20 日以内 

配偶者の出産休暇 ２日以内 

忌引休暇 

父母・配偶者・子 10 日 

祖父母・兄弟姉妹・配偶者の父母 ５日 

伯叔父母・配偶者の兄弟姉妹 ３日 

妊婦の通院休暇 
妊娠６月末まで ４週間に１回 

妊娠７～９月末まで ２週間に１回 

流産休暇（妊娠４月以内） ７日以内 

妊婦の通勤緩和休暇 １日１時間以内 

妊娠障害休暇 ５日以内 

出生サポート休暇 ５日以内 または 10 日以内 

育児参加休暇 ５日以内 

リフレッシュ休暇 在職 10 年 ２日、在職 20 年 ３日、在職 30 年 ５日 

骨髄提供のための休暇 必要期間 

ボランティア休暇 ５日以内 

夏期休暇 ７日以内 

 



（４）育児休業等の状況（令和５年度実績） 

（人） 

区分 

育児休業関係 
介護休暇 

取得者数 
育児休業 

取得者数 

  部分休業 

取得者数 うち両休業取得者数 

男性職員 10 0 1 1 

女性職員 17 5 9 1 

合  計 27 5 10 2 

 

５．分限処分・懲戒処分の状況 

  

  令和５年度                              （人） 

処分の種類 
分限処分 懲戒処分 

免 職 休 職 降 任 降 給 免 職 停 職 減 給 戒 告 

処分者数  15     １ １ 

 

６．職員の退職管理の状況 

 

  令和５年度 

対象者 退職者数 届出件数 

退職職員 193 人 － 

※退職職員（暫定再任用終了職員を含み、会計年度任用職員、条件付採用期間中の職員は含まない。） 

 

７．研修の状況 

    

職員研修は、地方公務員法の規定に基づき、職員の職務遂行能力の向上を図ることなどを目

的に毎年度実施しています。令和５年度に実施した主な研修は、以下のとおりです。 

 

【市単独集合研修】   

名称・内容 講座数 受講者数（人） 

基本研修（新規採用職員研修、職階別研修ほか） 21 1,030 

【研修生・実習生受入れ】   

名称・内容 コース数 人数（人） 

フィールドワーク、OB・OG 訪問 1 3 

【共同研修】   

名称・内容 講座数 受講者数（人） 

中部都市研修協議会主催研修 9 57 

【派遣研修】   

名称・内容 講座数 受講者数（人） 

マッセ OSAKA 主催研修 27 48 

その他 14 26 

 



８．福祉及び利益の保護の状況 

 

 （１）健康管理の実施 

     職員が能力を発揮し、職務を迅速かつ的確に遂行するため、また日頃の健康管理や

快適な職場環境の確保のため、「富田林市職員労働安全衛生管理規程」などに基づき、

以下のような事業を実施しています。 

各種健康診断の実施 ※別記実施状況 

産業医による健康相談の実施 

ハラスメント・メンタルヘルス相談の実施 

メンタルヘルス研修の実施 

 

  ○健康診断の実施状況（令和５年度） 

健康診断名 対象者 受診者数 

一般定期健康診断（７月） 全職員 1,234 人 

情報機器作業検診 情報機器作業 4 時間以上従事職員 78 人 

胃検診 受診希望職員 159 人 

腰痛・頸肩腕障害検診 保育園職員（調理員・園務員含む）、

児童館保育士、図書館職員、道路交

通課・環境衛生課の現業職員、小・

中学校校務員、市民窓口課・障害福

祉課の手話通訳員、介助員、介添人、

幼稚園教諭（園務員含む） 

80 人 

婦人科検診 女性職員 子宮がん 366 人 

乳がん 477 人 

B 型肝炎予防ワクチン接種 消防職員、環境衛生課職員 7 人 

 

 （２）福利厚生の状況 

        地方公共団体は、地方公務員法により職員の福利厚生を実施することが義務付けさ

れており、本市では富田林市職員福利厚生会において福利厚生事業を実施しています。 

福利厚生の状況（令和５年度） 

個人掛け金（月額） 800 円 

市補助金（月額）                                       670 円 

主な事業内容 ・生活資金貸付 

・人間ドック補助金  など 

 



９．公平委員会の報告 

 

 （１）勤務条件に関する措置要求の状況（令和４年度）  

項 目 件 数 

前年度から引き続き係属している事案 0 

本年度中に提起された事案 0 

本年度中に処理された事案 0 

次年度に継続した事案 0 

（根拠法令） 

  地方公務員法第 46 条、第 48 条 

  勤務条件に関する措置の要求に関する規則 

 

 （２）不利益処分に関する不服申立ての状況（令和４年度） 

項 目 件 数 

前年度から引き続き係属している事案 1 

本年度中に提起された事案 0 

本年度中に処理された事案 1 

次年度に継続した事案 0 

 （根拠法令） 

  地方公務員法第 49 条～第 51 条の 2 

  不利益処分についての不服申立に関する規則 

 

 

 

 


